
   和歌山市養護老人ホーム及び軽費老人ホームにおける事故報告取扱い要領 

 

第１ 目的 

この要領は、和歌山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

４年条例第５６号）、和歌山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２４年条例第５７号）の規定に基づき、養護老人ホーム及び軽費老人ホームを運営す

る者（以下「事業者」という。）が行う本市への事故の報告（以下「事故報告」という。）

について、必要な事項を定めることにより、本市が事故発生状況を把握するとともに、事業

者による事故への速やかな対応と事故の発生又はその再発の防止を図ることを目的とする。 

 

第２ 対象となる施設及び入所者  

 この要領の対象となる施設及び入所者は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５

条の３に規定する養護老人ホーム及び軽費老人ホームのうち、和歌山市に所在する施設及び

その入所者とする。ただし、和歌山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例（平成２４年条例第４６号）に定める特定施設入居者生活介護、和

歌山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成２４年条例第４７号）に定める地域密着型特定施設入居者生活介護及び和歌山市指定

介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年条例第５０号）

に定める介護予防特定施設入居者生活介護の事業所の指定を受けている部分及びそれらのサ

ービスの提供を受けている入所者を除く。 

 

第３ 報告すべき事故の範囲 

  事故報告の対象となる事故の範囲は、次に掲げる場合とする。 

 （１）入所者に対して行った処遇又は提供したサービス（介護保険適用サービスを除く。以下

「処遇等」という。）による入所者のケガ又は死亡事故の発生 

   ア 処遇等とは、送迎、通院等の間の事故も含むこと。 

   イ ケガの程度については、医療機関で受診を要したものを原則とすること。 

   ウ 事業者側の過失の有無に関わらず、イに該当する場合は報告すること。 

   エ 入所者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性がある

場合（入所者の家族等との間で何らかのトラブルが発生するおそれがある場合を含

む。）は報告すること。 

 （２）処遇等により発生し、又は請求された損害賠償事故の発生 

（３）異食・誤えんの発生 

 発生後直ぐに排出除去ができ、その後異常が認められない場合は、報告の対象に含ま

ない。 

（４）誤薬（違う薬を与薬した、時間や量の誤り、与薬もれなど）の発生 

 医師の指示が経過観察の場合であっても報告すること。 

 （５）行方不明・無断外出者の発生 

   無断外出した先でケガをした場合及び行方不明後施設に戻らず警察に届け出た場合は

報告すること。 

 （６）職員（従業者）の法令違反、不祥事の発生 

   処遇等に影響がある場合（職員の窃盗等による入所者の財産侵害、入所者に対する虐

待行為、個人情報の紛失や漏洩など）については報告すること。 



（７）食中毒及び感染症の発生 

食中毒及び感染症について、第６のとおり報告すること。 

 （８）災害等の発生 

   施設における火災事故、地震等の自然災害による施設の滅失、損傷等により入所者の

生活に影響がある場合は報告すること。 

 （９）その他事業者が報告を必要と判断するもの及び市が報告を求めるもの 

 

第４ 事故報告の手順等 

  事故報告の手順及び方法については次のとおりとする。 

 （１）事故発生時の第一報 

   ア 事故が発生した場合は、速やかに当該入所者の家族等及び所要の関係機関に連絡し、

必要な措置を講じるとともに、遅くとも発生以後５日以内に市へ報告する。 

   イ 入所者の死亡に至る事故など生命等に係る緊急性・重大性の高いものについては、直

ちに、市へ電話により第一報の報告を行い、その後速やかに報告書を提出する。ただし、

市が就業時間外で電話連絡が取れない場合は、市へ電子メールまたは、ＦＡＸを送信し

ておき、翌就業日に連絡するなどの対応を行うこと。 

 （２）最終報告及び途中経過報告 

   事業者は、事故処理が終了した時点で、その事故処理の結果について市へ報告書の提

出を行う。なお、事故処理が長期化する場合には、適宜、途中経過の状況について市へ

報告する。 

 

第５ 報告様式 

  報告様式は次に掲げるとおりとする。なお、報告にあたっては、電子メールにより報告する

こととする。 

 （１）第３（１）から（６）及び（９）に係る報告については、老人福祉施設事故報告書（別

記様式第１号）を標準とする。 

（２）第３（７）に係る報告については、老人福祉施設感染症等発生状況報告書（別記様式

第２号）を標準とする。 

 （３）第３（８）に係る報告については、老人福祉施設被災状況報告書（別記様式第３号）を

標準とする。 

 

第６ 食中毒及び感染症が発生した場合の報告等について 

事業者は、次の（１）、（２）又は（３）の場合は、食中毒又は感染症が疑われる者等の

人数、症状、対応状況等を報告すること。なお、保健所等関係機関へも報告を行い、関係機

関の指示に従うこと。 

（１）同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者

が１週間内に２名以上発生した場合 

（２）同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全入所

者の半数以上発生した場合（ある時点において、１０名以上又は全入所者の半数以上発

生した場合であって、最初の患者等が発生してからの累積の人数ではない。） 

（３）（１）及び（２）に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の

発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 

第７ その他事業者の対応 



  事業者は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じること。 

（１）事故が発生した場合の対応、報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針

を整備すること。 

（２）事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通した改善策について、職員に周知徹底を図る体制を整備すること。 

（３）事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。 

（４）事故の状況及び事故に際して採った処置について記録を整備し、事故が発生した日か

ら５年間保存すること。 

（５）発生した事故について原因を分析・解明し、再発防止に向けての対策を講じるととも

に、市からより詳細な確認等を求められた場合には再度報告を行うなど市の指示に従う

こと。 

（６）施設において、入所者の安全管理対策に関する責任者として、安全管理対策推進員を

配置するとともに、安全管理対策推進員は次の業務を行うこと。 

ア 処遇等による事故防止のために、高齢者の心身の状態等を踏まえつつ、施設内外の

設備の安全点検を計画的に実施する。 

イ 施設で使用する設備等について、衛生的な管理に努めるとともに、施設内において、

感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずる。 

 

第８ 報告先 

和歌山市福祉局社会福祉部高齢者・地域福祉課 

電話番号（平日） ０７３－４３５－１０６３ 

ＦＡＸ      ０７３－４３５－１２６８ 

  電子メール    koureisha@city.wakayama.lg.jp 

 

第９ 適用期日 

  この要領は、平成２８年４月１日以降に発生した事故について適用する。 

   附 則 

１ この要領は、令和７年２月１日以降に発生した事故について適用する。 

２ この要領の施行の際、現に存するこの要領による改正前の有料老人ホーム事故報告書（別記

様式第１号）による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 


